
粗大系可燃物処理委託業務仕様書

  安芸太田町（以下「甲」という。）の粗大系可燃物処理業務を、本仕様書に従い受託者

（以下「乙」という。）が実施するものとする。この仕様書は、業務の概要を示すもので

あり、本書に記載されていない事項であっても、現場の状況に応じ軽微な業務で甲が必

要と認める業務については、契約金額の範囲内で乙が実施するものとする。

１ 業務内容

  ポックルくろだおクリーンセンター（以下「ポックル」という。）から粗大系可燃物（布・

布団・畳・木くずなど）の運搬及び処理を行う。

  運搬にはパッカー車等を使用するものとし、甲の車両等にて積込を行う。

  また、必要に応じて 10ｔコンテナを設置すること。

  最終処分場への処分または有価での販売（以下「最終処分」という。）はその証明書

の写しを添付のうえ報告すること。

２ 委託期間

  令和８年 10月１日から令和９年９月 30 日までとする。

３ 引取廃棄物・予定数量

  引取廃棄物 粗大系可燃物（布・布団・畳・木くずなど）

  予定数量 70ｔ

４ 契約単価

  契約は粗大系可燃物のｔ当たり処理単価及びコンテナの月当たり設置単価とし、入札

価格は、ｔ当たり処理単価に予定数量を乗じた金額及び 10ｔコンテナを設置した場合の

月当たり設置単価に 12 を乗じた金額の合計額とする。

  なお、ポックルは令和８年度末をもって閉鎖予定であることから、ポックル施設閉鎖

以降の契約単価については、甲乙協議して定めるものとする。

５ 計量方法

  計量は、ポックルくろだおクリーンセンター内の計量機を使用して、計量するものと

する。なお、計量単位は、10ｋｇ単位とする。計量機能力は最大 25ｔまで。

６ 引取先

  甲が指定する引取先は下記のとおりとする。ただし、ポックル施設閉鎖に伴い、令和

９年４月以降は下記以外を甲が指定する場合がある。

引取先の住所 安芸太田町穴 1456 番地１

引取先の名称 ポックルくろだおクリーンセンター

７ 法令の遵守

   乙は、委託業務を行うにあたり、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、同法施行令・

施行規則、安芸太田町廃棄物の処理及び清掃に関する条例・同施行規則及び労働安全衛



生法、同法施行令・施行規則等の関係法令の規定及び「清掃事業における安全衛生管理

要綱」及び「機械式ごみ収集車に係る安全管理要綱」等の要綱・通達を守るとともに、

委託業務における安全作業に努め、かつ甲の指示に従うものとする。

８ 臨時又は緊急の作業

  乙は、甲が臨時又は災害その他必要に応じて特別な作業の実施を指示する場合、正当

な理由のある場合を除き、これを拒むことはできないものとする。

また、この特別な作業が発生したときは、作業内容及び費用負担等についてその都度

協議の上決定するものとする。

９ 運搬車両及び従事者

  本業務の運搬車両に乗車する従事者及び運搬車両については、次のとおりとする。

  また、甲は乙が以下に示した条件を満たさないとみなした従事者及び運搬車両につ

   いては、交代や交換を命ずることができる。

（１）従事者

   ① 従事者は、運搬車両の構造を十分把握し、安全な操作ができる者であること。

    ② 従事者は、乗車する運搬車両を運転できる免許を取得していること。

    ③ 従事者は、受託業務の公共性を十分に認識し、常に甲の業務を請け負っているこ

    とを念頭に置き、作業に際して作業服、ヘルメット又は帽子、作業靴、ゴム手袋等

    を着用し、常に清潔に保ち、言葉づかいや態度においても関係者の信頼を損なわな

    いようにし、住民への奉仕を心がけること。

   ④ 乙は、運搬作業及び車両管理の責任者並びに運搬に従事する者の名簿及び配置計

     画を甲に届け出なければならない。

（２）運搬車両

   ① 運搬車両はごみが飛散又は流失し、外部に汚水の流出を防止又、悪臭が漏れる恐れ

  のないものでなければならない。

   ② 乙は、運搬車両の法定点検や自主点検を行い、関係法令を満たしていることを

    日々確認すること。また、清潔な車両の使用に努めること。

   ③ 乙は、本業務の実施に伴う事故等に対し十分な補償ができる内容の保険に加入す

    ること。

   ④ 運搬車両は、自己所有車両又は業務履行期間中のリース契約が締結されている車

    両でなければならない。

   ⑤ 乙は、加入した保険を甲に報告し、また、保険を変更した場合も速やかに甲に報

     告すること。

  ⑥ 運搬車両には、ほうき、ちりとり等清掃用具を携行し、飛散したごみは必ず清掃

     すること。

   ⑦ 乙は、運搬車両が故障や不適合等の状態で業務にあたってはならない。

10 運搬作業

（１）運搬作業は、安全かつ効率的に実施するものとする。

（２）車両保管場所は、運行前の点検、清掃等に支障のない広さを有するものとし、洗

  車を行う場合には、汚水の処理等について周囲に迷惑を及ぼさないものとする。

（３）甲は、必要に応じて乙が使用する機材等を検査し、不備と認めるものについては

改善の指示をすることができる。この場合において、乙は当該指示に従わなければな

  らない。

11 運搬車両の運行

（１）運搬車両の運行は、道路交通法（昭和 35年法律第 105 号）、その他関係法令を遵守

  し、事故防止に努めるものとする。



① 作業中に事故が発生した場合は、当該事故に係る相手に誠意をもって対応し、甲

  へ速やかに連絡し、乙の責任において解決すること。また、解決までの経緯につい

     て事故報告書を作成し、甲に報告すること。

（２）天災その他甲がやむを得ないと認めた場合、甲の指示により委託業務の日程を変

   更することができる。

12 資格

  廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処理法」という。）における一般廃

棄物処理業許可証を有していること。

13 業務実績の報告

（１）乙は、各月ごとに報告書を作成し、運搬車両台数及び運搬量を、翌月５日までに

   甲に報告しなければならない。

（２）委託業務に関する書類については、業務終了後から起算し３年間保管すること。

（３）交通事故、車両火災等が発生した場合は、直ちに甲に報告しなければならない。

14 一般的な事項

（１）本業務の実施にあたっては、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和 46

年政令第 300 号）第３条に定める運搬の基準、その他の関係法令の規定によるほか、次

の事項を遵守すること。

15 受注者の責務

（１）乙は、言動が粗暴な者、品行不良な者、健康でない者、その他甲が不適当と認め

  る者を従事させてはならない。

（２）乙は、従事者に対し関係法令、契約書及びその他業務に必要な事項を熟知させる

  とともに指導教育しなければならない。

（３）従事者の労働管理等にあたっては、労働基準法、労働安全衛生法、労働者災害補

   償保険法、健康保険法、厚生年金保険法、雇用保険法等の労働関係法規を遵守するこ

  と。

（４）乙は、本業務を他人に再委託し、又は請け負わせてはならない。

（５）乙が住民等から業務に関する苦情等を受けたときは、自ら誠意をもって対応する

  こと。また、対応内容を直ちに甲に書面により報告すること。

（６）乙は、従事者に運行前点検として、呼気アルコール検査等を行い、体調に関して

  管理を行うこと。

16 経費等の負担

  本業務を行うために必要な経費はすべて乙の負担とする。

17 契約の解除

  甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するに至った場合は、事前の催告を要するこ

となく、この契約の全部又は一部を解除することができる。

（１）廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和 46 年政令第 300 号）第４条第１号

から第３号までに定める基準に適合しなくなったとき。

（２）契約違反その他不正行為により、甲がこの契約を続行することができないと認め

   たとき。

（３）破産の宣告を受けたとき。

（４）正当な理由がないのに甲の指示に従わないとき。



18 損害賠償

   乙は、本業務に関して、甲又は第三者に損害を与えたときは、乙の負担において、

その損害を賠償しなければならない。

19 委託料の支払

（１）委託料は、１ｔあたりの単価契約によるものとする。

（２）乙は、月毎に「業務完了報告書」及び「最終処分等報告書」を提出し、引取数量に

  委託単価を乗じて算出された委託料の支払いを甲に算出するものとし、甲は、当該請

  求があった日から原則として 30 日以内に、当該請求に係る額の委託料を乙に支払うも

  のとする。

20 業務遂行上の注意

(１) 業務中に不慮の事故等に遭遇した場合は、速やかに対処するとともに甲に報告する

   こと。また緊急連絡体制を作成すること。

（２）運搬数量及び運搬台数に関わる事務連絡は、甲と密接に連絡を取り合い、業務に

  支障をきたすことがないようにすること。

（３）乙が運搬施設等に汚損・破損等の被害を与えた場合は、乙の費用で直ちに復旧し

  なければならない。

21 契約締結前の届け出

乙は、契約締結前、次の書類を提出するものとし、変更の生じたときは必ず書面にて

甲に報告しなければならない。

（１）一般廃棄物処理業許可証

   中間処理に係る処理業許可証の写し

（２）運搬からリサイクル等の処理業許可証の写し

   中間処理・収集運搬・埋立処分等に関わる各事業者がわかるもの

（３）最終処分の方法

   埋立処分の場合はその一般廃棄物処分業許可証の写し

   有価での販売はその実績

（４）業務経歴書

   ごみ処理業務に関わるもの

22 委託業務内容の変更

  甲は、必要があると認めるときは、乙と協議の上、本業務の内容を変更することが

  できる。本業務の内容を変更した場合において、委託料を変更する必要があるときは、

  甲と乙が協議の上、委託料の額を変更するものとする。

23 その他

（１）甲は本業務に関し、特に必要があると認めた事項をその都度乙に指示することが

  できる。この場合において、乙は当該指示に従わなければならない。

（２）この仕様書に定めのない事項又はこの仕様書の条項に疑義を生じた事項について

   は、必要に応じて甲、乙が協議して定めるものとする。

（３）乙は、契約業務の終了に際しては、次時期契約締結の乙に対し、必要な場合は、

   速やかに業務の引継ぎを行わなければならない。

（４）乙は、地域貢献や社会貢献に努めること。

（５）ポックルくろだおは令和８年度末で閉鎖を予定しており、加えて令和９年４月１日

から同年９月 30日までの期間の予算は成立してないため、次年度予算の議決承認がな

されない場合は、この期間以後本委託業務委託は失効する。


